
事務 ト

理

ピの提案 レシピの提案

経費

[長

２　

期

事業コスト

事業費等（

総

千円）
平成30年度 平

合

成31年度 令和02年

計

度 令和03年度 令和0

画

4年度

当初予算 決算 当

]

初予算 決算 当初予算 決

そ

算 当初予算 決算 計画 決

の

算

事業費 22,267

他

14,758 14,8

分

27 9,652 14,

野

172 7,984 10

別

,190 0 10,19

目

0 0

伸び率（％） 16

標

.8% 13% △33.

２

4% △34.6% △4

住

.4% △17.3% △

み

28.1% △100%

た

0% 0%

人件費
正規職

い

員 55,545 22,

と

218 20,458 2

選

7,545 27,31

ば

0 33,600 35,

れ

431 0 0 0

正規職員

る

以外 4,511 3,5

魅

37 3,729 3,2

力

59 3,298 5,1

が

92 2,782 0 0 0

あ

小計 60,056 25

ふ

,755 24,187

れ

30,804 30,6

る

08 38,792 38

ま

,213 0 0 0

国庫支

ち

出金 0 0 0 0 0 0 0 0

事

0 0

県支出金 0 0 0 0

業

0 0 0 0 0 0

市　　債

区

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分

そ の 他 0 0 0 0 0

(

0 1,510 0 0 0

一

2

般財源（税等） 22,

)

267 14,758 1

自

4,827 9,652

治

14,172 7,98

事

4 8,680 0 10,

務

190 0

所要人数 正規

○

職員 6.95 2.78

法

2.54 3.42 3.

定

43 4.22 4.45

受

0.00 0.00 0.

託

00

（人） 正規職員以

事

外 1.90 1.81 1

務

.91 1.62 1.6

そ

2 1.82 1.34 0

の

.00 0.00 0.0

他

0

主な予算内訳
消耗品

政

費2,007千円、印

　

刷製本費3,659千

策

円、集団回収奨励金2

４

,800千円　他

自然と

３　目標及

共

び実績
指標名 単位 平成

生

30年度 平成31年度

す

令和02年度 令和03

る

年度 令和04年度

活
動

環

指
標

出前講座回数
回

目

境

標値 120 120 10

に

0

実績値 107 109

や

73

達成度(%) 89

さ

.2% 90.8% % %

し

%

リリクル通信発刊回

い

数
回

目標値 4 3 3

実績

社

値 3 3 3

達成度(%)

会

75% 100% % % %

の

成
果
指
標

総発生ごみ量

形

（一般廃棄物）（平成

成

２８年度見直し）
トン

会

目標値 125821.

計

70 121315.0

一

8 116775.25

般

実績値 127233 1

会

25707 11145

計

4

達成度(%) 98.

款

9% 96.5% % % %

衛

集団回収量（平成２８

生

年度見直し）
トン

目標

費

値 643.11 705

施

.66 715.58

実

　

績値 477.553 4

策

21.63 355.2

２

4

達成度(%) 74.

循

3% 59.7% % % %

環型社

事

会の形成 会計・ 項 清掃費

予算区分 目 清掃総務費

取組方針 １
ごみ減量の推進 大事業 清掃総務事業

中事業 ごみ減量推進事業

事業種別 継続 関連個別計画 一般廃棄物処理基本計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 一般廃

業

棄物課 森本　延幸 435-1352

事業実施の根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

公

チ

衆衛生の向上のみならず、循環型社会の形成を目指し、ごみ減量を 和歌山市廃棄物減量等推進審議会の開催、地域の資源集団回収に対して奨励金制度を設け市民のごみの減

推進するための企画及び支援を行う。 量・リサイク

ェ

ルに対する意識の向上を図る。幼稚園児・小学生・婦人会や自治会等への出前講座・説明会

の実施、様々な広報媒体（ホームページ、リリクルネット、リリクル通信）を通じて市民へのごみの減量

に対

事

する啓発活動やごみ減

ッ

務

量推進員制度の実施等

事

の事業に取り組みごみ

業

減量を推進する。

事
業

N

内
容

平成30年度 平成

o

31年度 令和02年度

事

令和03年度 令和04

業

年度

･資源集団回収奨

名

励金制度の ･資源集団

[

回収奨励金制度の ･資

事

源集団回収奨励金制度

ク

業

の ごみ減量のための啓

基

発・広報

継続・小学校

本

、幼保育園への 継続・

情

小学校、幼保育園への

報

継続・小学校、幼保育

]

園への 及び支援・補助

9

環境教育出前講座の実

2

施・リ 環境教育出前講

4

座の実施・リ 環境教育

ご

出前講座の実施@・

リ

シ

み

クル通信年３回の発行

減

・Ｈ リクル通信年３回

量

の発行・Ｈ リリクル通

推

信年３回の発行・

Ｐリ

進

リクルネットの充実・

事

ご Ｐリリクルネットの

業

充実・ご ＨＰリリクル

事

ネットの充実・

み減量

業

推進員制度の実施・事

区

み減量推進員制度の実

ー

分

施・事 ごみ減量推進員

(

制度の実施・

業系・家

1

庭系廃棄物に係る意 業

)

系・家庭系廃棄物に係

事

る意 事業系・家庭系廃

業

棄物に係る

見聴取会の

経

実施・リリクルレ 見聴

費

取会の実施・リリクル

○

レ 意見聴取会の実施・

管

リリクル

シピの提案 シ



性

通信の発行は年３回以

]

上行い、リリクルネッ

事

トで配信している。

業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

一般廃棄物処理基本計画において３Rを推進し、令和２年度までに1人１日あたりのごみ排出量（資源を除く）を１０年間で

約３０％削減することを目標として

４

きた。年々ごみの排出

　

量が減少し、効果が表

事

れているところである

業

。さらにごみ減量を

加

の

速させるためには、市

評

民に対して、新たな３

価

Rを推進する取り組み

評

を、行う必要がある。

価

担当課評価の根拠
令和

基

３年度からは「第２次

準

和歌山市一般廃棄物処

[

理基本計画」のもと、

妥

３Ｒのうち特に「リデ

当

ュース・リユース」に

性

注目し

、家庭系ごみに

]

含まれる食べ残しや手

事

つかず食品等の削減に

業

積極的に取り組む。食

の

べきり、水きり、使い

ニ

きり、の３きり運

動を

ー

推進し、生ごみと食品

ズ

ロスを削減する。

出前

は

講座は、今までの「つ

あ

れもて分別ごみ減量～

る

美しい海・山・川の城

か

下町和歌山」、「楽し

増

い紙芝居でわかる！ご

加

みの出

し方・減らし方

し

」に加え、平成３０年

て

度から「食ロス削減で

い

ごみ減量」という新メ

る

ニューを増やしその充

○

実を図っている。

食材

横

の過剰除去や、食べ残

ば

しを防ぐ、リリクルレ

い

シピの提案を行い、食

減

品ロスの削減に取り組

少

んでいる。

令和３年度

し

からは新たな基本理念

て

「つれもてしよらごみ

い

減量！！～住みたい魅

る

力あふれる和歌山市～

[

」のもと、ごみ減量に

妥

見直し・改善内容 取り

当

組んでいる。

リリクル


